
新聞への消費税の軽減税率適用を求める意見書 

 

新聞は、日本国内外で起きるさまざまなニュースや情報を正確に伝え、多角的な意

見や評論を提供しています。民主主義社会の中で住民が正しい判断基準を持つために

は、いろんなジャンルの情報が容易に入手できる環境が必要です。 

近年は、文字離れや活字離れによるリテラシー（読み書き能力、教養や常識）の低

下が問題となっています。知的レベルや社会への関心が衰えれば、国力の低下や国際

競争力の減退につながる恐れがあります。 

現在、日本政府は、景気回復に向けた経済政策を展開しています。来年４月以降に

予定されている消費税増税もその一つです。 

欧州各国では新聞や一定の要件を備えた出版物には、民主主義を支える公共財とし

てゼロ税率や軽減税率を適用し、消費者負担を軽くしています。 

「知識には課税せず」「新聞には最低の税率を適用すべし」という認識は、欧米諸国

でほぼ共通しています。 

 一般家庭の所得が増える見込みがない中での消費税増税は、家計を圧迫し、民主主

義を支える基盤である新聞の購読中止を招くことを懸念しています。 

消費税増税により、リテラシーの低下に拍車がかかり、社会的・経済的弱者にその

傾向が強く出るようになれば社会的・経済的な格差は広がり、社会不安を招きます。 

 政府は課税品目に例外をつくることに慎重のようですが、品目ごとに複数税率が導

入されている国は少なくありません。 

 よって、次の事項の実現を強く要望します。 

 

１ 消費税増税にあたり、複数税率の導入と新聞への軽減税率適用を実現すること 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 平成２５年１２月１６日 

 

                             山梨県甲斐市議会 

 

提出先  衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣 


